[bookmark: _Hlk69899127]別紙３－５
既存施設観光資源化促進事業実施後使用見込等申告書

	事業名
	＊様式第１に記載した事業名を記載してください
＊事業が複数になる場合には、事業毎に様式を作成してください
【入力時、本注釈は削除すること】

	[bookmark: _Hlk69903181]対象事業の関係者の詳細
（注記１）を参照
	対象物所有者
	
	申請者
	

	
	土地所有者
	
	管理責任者
	

	実施箇所及び用途
（所在地及び施設名）
	＊事業を実施する住所及び施設名称を記載してください

	事業の規模・内容
（注記２）を参照
	＊事業規模や内容がわかるよう規格・構造及び数量等を詳細に記載してください【入力時、本注釈は削除すること】

	事業の見積額・積算基礎等
	＊別紙２の「総事業費（A）」を転記してください
【入力時、本注釈は削除すること】

	現状に関する説明
	＊利用停止時期や利用機会の現状の実態がわかるように具体的に記載してください【入力時、本注釈は削除すること】

	事業との連携について
	＊古民家や歴史的建造物の再生等地域の文化資産活用に資する事業又は国立公園の自然資源等の魅力を体感する体験アクティビティや学習ツアー等と連携して実施する事業であることがわかるように記載してください
【入力時、本注釈は削除すること】

	事業実施後の効果
	＊事業実施によるインバウンド受入れ環境の施設の機能転換、機能強化において改善される点、効果を具体的に記載してください
【入力時、本注釈は削除すること】

	効果把握のための定量的な指標・目標値
	＊補助事業終了後も継続的に効果把握するための定量的な指標・目標値について記載してください
【入力時、本注釈は削除すること】

	利用予定期間
	＊整備予定の設備等について、法令等に基づき申請者が定める耐用年数を記載してください
【入力時、本注釈は削除すること】



[施設等の現状]								令和　　年　　月現在
	施設等の名称
	現状
	建設年月
	構造
	用途

	

	＊インバウンド受入環境整備の現状が分かるよう記載してください

	
年
月
	
	

	

	本補助事業として実施する改修工事や設備設置等が自然公園法第10条に規定された国立公園事業に係る手続き、若しくは法第20条及び法第21条に規定された特別地域及び特別保護地区にかかる手続きを要する可能性があるため、本補助事業申請前に必ず、所管する自然保護官事務所等へ照会し、手続きが必要かどうか確認してください。
	確認欄

	
	自然保護官事務所等の対応者

所属：
氏名：



（注記）
[bookmark: _Hlk69903559]　　１．管理責任者の欄には、申請者自身による営業（本人）、指定管理者による管理又は関連会社による管理等、本事業により整備されたものの管理者を記載してください。
[bookmark: _Hlk201052374]　　２．壁の取り壊しを実施する場合は、アスベストの有無について確認し、結果を記載してください。
[bookmark: _Hlk201060873]【添付資料】
[bookmark: _Hlk201052382]・事業実施の許可を得たことがわかる承諾書（同意書）*申請者と土地及び事業の対象となる設備等の所有者が異なる場合、および建物所有者が複数いる場合に添付
・設置する設備の詳細がわかる各種図面（平面図、立面図、イメージパース等）
・整備を行う場所の現状の写真（撮影日記載）
・建物の登記事項証明書（全部事項証明書　*発行から３カ月以内のもの）
・アスベスト報告書　*アスベスト除去工事を伴う場合
